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今帰仁村は、 沖縄県北部に位置する中山間地域である。 筆者 (新城) は、 今帰仁村の教育長と いう 立場で保 ・ 幼 ・ 小 ・ 

中 ・ 高の 「地域型一貫校」 を標榜 し、 様々な教育施策を立ち上げ、 地域の活性化 と教育課題の解決に取り 組んでき た。 ま

た、 キャリ ア教育 を教育改革の中核に据え、 校種間の連携と教職員の連携 ・ 協働 を目指 し、 教育施策である連携教育事業

と キ ャリ ア教育事業 を企画 ・ 実行 し、 地域活性化 を図 ってき た。

本稿は、 その教育施策にかかる実践プロ セスを整理 し た上で、 児童 ・ 生徒 ・ 教師 ・ 保護者を対象 とす るア ンケート調査

に基づき施策の成果と課題を分析 し、 今後の今帰仁村の 「校種間連携の在り方」 や 「キャリ ア教育事業の在り方」 を提言

し た。 さ らに、 兵庫教育大学教職大学院教育政策リ ーダーコ ースでの学びと照ら し合わせ、 地域教育経営の在り方 を考察

し た。注' ) 
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I 問題の背景と研究の目的

沖縄本島の北部で中山間地域に位置し農業 を基幹産業

と する今帰仁村 (以下 「本村」) には、 村内に県立北山

高等学校 (以下 「北山高校」) がある。 北山高校は、 各

学年普通科 2 ク ラ ス、 理数科 1 ク ラスの普通高校である。 

創立70周年 を間近に控え、 開校時には建設用地や学校建

築の労働力 を提供 し、 村民にと っ て我が村の学校と いう

意識は強 く 、 村立北山高等学校と呼ぶ程である。

2012年 3 月、 沖縄県教育委員会 (以下 「県教委」) は

県立高等学校編成整備計画を発表し た。 少子化の時代を

迎え、 県立高等学校の適正規模化、 すなわち県立高校の

統廃合等 を含めた再編計画である。 その時、 北山高校と

隣町にあ る普通高校の どち ら かに統廃合 さ れる と い う 噂

があっ た。 その後、 統廃合案が浮上し た。 県立高等学校

編成整備計画では本村の北山高校に統廃合 さ れる結果と

な っ たが、 理数科の定員割れが恒常化 し、 廃科になる可

能性があり 、 そう な っ た場合、 更に生徒数が減少 し将来

の存続にも影響を及ぼすこ と になる。 北山高校の理数科

は設置当初 2 ク ラ スあ っ たが、 設置から20年が経過 し、

進学に特化 し た普通高校への進学や北山高校からの国公

立大学合格者数の減少な どもあり 、 近年では、 1 ク ラ ス

の過半数に も満 たないほ どの衰退 を見せてい た。

当時 (2012年 3 月) 、 筆者 (新城) は今帰仁村教育委

員会事務局 (以下 「本村教委」) の指導主事と し て主に

幼稚園 ・ 小 ・ 中学校の教育行政を担 っ ていた。 ただで さ

え、 人口減少の続 く 中山間地域にあ っ て、 高校の消減は

地域の衰退や若者の流出等、 致命的な悪影響を及ぼす。 
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のこ と であ っ た。 県立高校の校区制が緩和 さ れ、 新たな

専門学科の創設等、 生徒は希望する高校への進学が全県

的に可能と な っ たため、 都市部の進学校や部活動の強い

各種競技の名門高校への進学が増加 し てき た。 さ ら に、

少子化の影響で保護者の経済状況も子 どもの希望を優先

させるこ と ができ る等、 親元 を離れて村外の高校への進

学 も容易 と な っ たこ と も中山間地域の地元離れの一因で

も あ る。 そこ で、 北山高校と 理数科の存続を視野に入れ

た教育施策の構築が必要と なり 、 本村教委が地元の県立

高校の財政支援を含めた地域型一貫教育 「北山学園構想」

を立ち上げた。 幼 ・ 小 ・ 中 ・ 高の連携を強化 し、 連携教

育と キ ャ リ ア教育 を推進す るこ と で北山高校をは じめと

する村内各小中学校の活性化 を図り 、 特色ある魅力 を打

ち出すこ と で地元の中学校からの村外流出に歯止めをか

け、 村外からの生徒 を増やすための活性化策と位置づけ

た。 設置者ではない市町村の教育委員会が県立高校の支

援や村立小中学校と の連携強化 を強 く 働き掛け るこ と は

難しい。 筆者は、 地域教育経営の観点から、 北山高校の

理数科の存続を図り 、 村内の幼稚園、 小学校、 中学校を

繋 ぐこ と は双方向の支援策と し て大き な意義を持つと考

えた。

本村は、 2003年に、 村内にあっ た 4 つの中学校を統廃

合 し、 一村 1 校の中学校と な っ た。 小学校も 5 校から 3 
校へ統廃合 さ れ、 地域の活力や教育効果がさ ら に薄れて

い く 現状 を打破するため、 北山高校への積極的な財政支

援 も含めて若者の減少に歯止めを掛け る必要が生 じ た。 
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2012年よ り 、 本村教委は、 北山高校だけではな く 、 全校

種の活性化と支援を強化するため、 地域型一貫教育構想

「北山学園構想」 を教育施策の柱に掲げ、 幼稚園から高

校までの13年一貫教育 を村独自で実施 し た。 さ ら に、

2015年からは子ども子育て支援法が実施さ れ、 本村の課

題であ っ た待機児童の解消策と し て 「認定子 ども園」 の

建設が決定さ れ、 接続の円滑化 を図る目的で小学校の敷

地と 隣接 し た民間保育所や認定こ ども園を建築 し、 小学

校と の連携も強化するこ と と な っ た。 そのため、 村長部

局にあ っ た保育所関連業務を本村教委へ移管 し、 幼保連

携推進室と し て課長以下、 係長、 職員 を配置し た。 2015 
年よ り 保育所の機能を組み込んだ 「北山学園プロ ジェ ク

ト」 と し て連携教育の機能が強化 さ れた。

ま た、 キ ャ リ ア教育につい ては、 「地域貢献や社会貢

献でき る人材の育成」 を目指した筆者の地域教育経営の

ビジ ョ ンと し て力 を入れてい る時、 沖縄県の交付金事業

と して指定さ れ、 地域型就業意識向上支援事業と してキャ

リ ア教育に関する施策の充実 を図る体制整備がな さ れる

こ と と な っ た。

こ のこ と に関連 し て、 中央教育審議会 (2011) は、

「今後の学校におけ るキ ャリ ア教育 ・ 職業教育の在り 方

につい て」 を答申 し、 キ ャ リ ア教育の充実 を図 る ために、

学校種間の円滑な連携 ・ 接続を図ら れるこ と の重要性を

説いた。 また、 国立教育政策研究所 (2011) は、 児童 ・ 

生徒のキ ャ リ ア教育の展開に必要な 「縦」 と 「横」 の連

携を活性化 ・ 持続させるために、 都道府県 ・ 市町村教育

委員会によ る支援と リ ーダーシ ッ プの重要性を指摘 した。

そこ で、 本稿では、 その教育施策にかかる実践 プロ セ

ス を整理 し た上で、 児童 ・ 生徒 ・ 教師 ・ 保護者を対象 と

するアンケート調査に基づき施策の成果と課題を分析し、

今後の本村の 「校種間連携」 や 「キャリ ア教育事業」 の

在り方を提言する。 さ らに、 兵庫教育大学教職大学院教

育政策 リ ーダーコ ースでの学びと 照ら し合わせ、 地域教

育経営の在り方を考察する。 

II 本村の取組概要と特徴

本村の連携教育は2012年から国や県教委との連携や支

援に依ら ない 「地域型一貫教育」 と し て村独自で開始 さ

れ、 県立高校を網羅し、 村教委が推進母体と なっ た。 そ

こ で、 本節では、 校種間連携と キ ャ リ ア教育事業の取組

概要を示 し、 その特徴等を検討する。 

1 . 校種間連携の取組

校種間連携は、 2012年から継続し て行ってきており 、

本村は コ ンパク ト な地域であるこ と と県立高校 を巻き込

んだ地域活性化策の切り札と し て取り 組んだこ と が、 県

立高校への財政支出や保 ・ 幼 ・ 小の一体化施設の建築に

も多大な影響 を及ぼし た。 こ れらの取組も連携教育や一 

貫教育の先進地域である広島県や鳥取県 を視察し、 本村

の実態や状況に応 じ て行 っ てき たが、 村教委の施策に柔

軟に対応 し、 各学校の管理職や教諭の理解と協力によ っ

て実現できた。 米澤 (2016) は、 「校種間連携で大切な

のはお互いの教職員が互いに行き来す る だけ で繋がる機

運ができ あがる (p 8) 。」 と指摘 し てい るが、 次節で詳

述す るよ う に、 継続性と一定の効果があ っ たと 考え ら れ

る。 

2 . 保 ・ 幼 ・ 小 ・ 中 ・ 高一貫教育 「北山学園プロ ジェ ク

ト」 の取組

( 1 ) 保 ・ 幼 ・ 小の連携

沖縄は幼児教育の仕組みが特殊であ る。 戦後、 アメ リ

カの政策で幼稚園が小学校に併設さ れ、 5 歳児教育はそ

こ で担われてき た。 本村は、 中山間地域のため、 民間の

保育園や幼稚園の進出がな く 、 こ れまで保育所 ・ 幼稚園

は全て行政が運営 し てき た。 昨今の待機児童の増加と施

設の老朽化、 更に幼児教育の充実を期 して幼保連携事業

の充実 を推進す る こ と にな っ た。 そのため、 縦割 り 行政

の弊害を是正 し、 就学前教育を推進す るため、 福祉部局

にあっ た保育園を村教委に移管 し、 幼保連携推進室を新

設した。 こ のこ と によ り 、 子育て支援の充実が図ら れ、

連続 し た教育 シス テ ムの構築に繋がっ た。

2020年に予定されている幼保一体化施設 「認定こ ども

園」 運用開始に向け、 建設計画を推進し、 幼児教育カリ

キュ ラ ムの整備、 保育所と 幼稚園合同での 「わらべ歌の

取組」 を行い、 連携を強化 し てい る。 幼保一体化施設の

構想は、 北山学園 プロ ジェ ク ト の趣旨と保 ・ 幼 ・ 小の連

携を強化 し、 村内の 3 小学校の施設内や隣接 し て、 民間

保育所を誘致し、 認定こ ども園を新設すると いう 壮大な

計画である。

( 2 ) 幼 ・ 小の連携

2015年に県教委の研究指定を受け、 幼小連携の円滑な

推進についての研究 を行 っ てき た。 幼稚園は小学校に併

設し てい るため、 連携は容易であり 、 小学校の各学年 と

の季節に応 じた行事に併せて、 幼稚園児 を招待 し ての特

設授業 を展開 し てい る。 本村では、 その研究成果を他の

幼稚園 ・ 小学校で活かし、 幼小連携を進めている。 また、

2020年からは本村の中心にある今帰仁小学校の敷地内に

認定こ ども園 を開設 し、 保 ・ 幼 ・ 小の連携教育のノ ウハ

ウを他の 2 小学校に隣接する民間保育園と の連携 ・ 協働

に発展させ、 幼児教育の充実を期す予定である。

( 3 ) 小 ・ 中の連携

教員研修と し て、 小中連携授業研究会があり 、 小学校

3 校、 中学校 1 校で互いの授業を参観し、 教え子の成長

や中学校に入学 し て来る児童の観察や指導技術の向上に

役立てている。 それ以外に隔年で道徳と特別活動の授業

も担当校で行い、 全校種の教員での授業研究会も開催し

てい る。 その際、 県外から特別活動や道徳の著名な研究

者や講師 を招聘 し、 授業改善に役立ててい る。 また、 学

力向上施策と して村内の3 つの小学校 6 年生を今帰仁中

学校に一同に集め、 「中学校プレ入試」 を実施し ている。 

この取り 組みは、 小学校段階の学習内容を中学校入試と

仮定し、 学力検査を行い、 基礎基本の定着を図り 、 3 小
学校の交流と 中学校入学への意欲付け を行 っ てい る。 さ

らに、 本村教委が主催する 「少年の翼事業」 は、 小学校
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6 年生を対象に山形県酒田市との交流事業を行う 。 参加

者は全 6 年生の1/3 を占め、 小学校教員 と共に中学校教

員 も引率を行い、 中学校入学後のリ ーダー育成に活かし

てい る。 後述するキ ャ リ ア教育事業で も小中の合同での

実践も多 く あり 、 双方向での連携がスムーズである。

( 4 ) 中 ・ 高の連携

今帰仁中学校と北山高校の連携の特色は、 村教委と県

教委の管轄の垣根 を越え、 他の地域には真似のでき ない

連携体制ができ るこ と である。 一村 1 校体制 (中学校も

高校 も それぞれ 1 校) と い う 条件と 地理的に近い条件、

更に村当局の財政支援や管理職の理解によ る と こ ろが大

きい。 特色ある取組と し ては、 「 プレ高校入試」 である。 

今帰仁中学校の中学校 3 年生の 2 学期に北山高校で高校

入試の模擬テス ト を行 っ てい る。 その目的は、 中学生の

受験への意欲付け と 本番の高校入試 さ ながらの雰囲気で

テス ト を受け るこ と によ っ て本番で実力が発揮でき るこ

と を狙っ ている。 高校の施設利用の配慮と試験監督の協

力が一村 1 校の中高連携の利点であ る。 また、 職員の連

携に関 し ては、 国語 ・ 数学 ・ 英語 ・ 進路の各教科領域の

担当が授業参観や連絡会を持ち、 それぞれの教科領域の

情報交換や授業実践に活かす取組が実践 さ れてい る。 村

教委が文部科学省の調査官を招聘し ての公開授業や授業

研究会も中高合同で行 っ てき た。 さ ら に、 生徒間の交流

もキャリ ア教育事業での講演会の合同開催や高校三年生

が中学校三年生の受験に向けての放課後塾の取組等、 特

色あ る取組にな っ てい る。

( 5 ) その他の連携

その他の連携と し ては、 校長研修会、 教頭研修会、 教

務主任研修会、 養護教論研修会、 図書館司書研修会、 特

別支援 コー デイネー タ 一研修会、 学校職員交流会がある。 

各職種別の研修会も本村教委が主催し、 合同で行っ てい

るこ と で連携 ・ 協働体勢が図ら れてい る。 さ ら に、 教育

施策と し ての 「東デイモール児童と の交流事業」、 「名桜

大学生の学習支援ボラ ンティ ア事業」、 「中学生の海外短

期留学」、 「高校生の米国ジ ョ ー ジア州 ミ ルト ン高校と の

姉妹校締結に伴う 短期留学」、 「子どもが作る弁当の日」

によ る食育の取組、 北山高校での公営塾の実施等、 行政

と の連携によ る施策も教育効果を生んでい る。 

3 本村のキ ャ リ ア教育事業の取組

2015年度より沖縄県の補助金 「地域型就業意識向上支

援事業」 注2) を活用 し 、 キ ャ リ ア教育の推進に力 を入 れ

様々な事業 を企画 ・ 実施 し てき た。 キ ャ リ ア教育事業は

本村教委の地域教育経営の一環で実施し ている。 キャリ

ア教育事業で校種間を貫き、 校種間の接着剤の役割を担

い得 る連携事業の中核 と なる取組であ る。 本村の連携教

育 と キ ャ リ ア教育の融合は、 子 ど も達のキ ャ リ ア発達 を

促 し、 地域に仕事を創るために帰る人材の育成を目指す。

さ ら に、 地域に根 ざ し、 世界 を股にかけ る グロ ー カ ル

人材を育成し、 本村が目指す地域貢献 ・ 社会貢献でき る

人材の育成を図る取組と し て位置づけ てい る。 
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( 1 ) キ ヤリ ア コ ー デイネ ー タ 一 配置事業

キ ャ リ ア教育 コ ー デイネ ー タ 一 を村教委事務局に配置

し、 産学官の連携の下、 各学校のキャリ ア教育に関する

支援 ・ 援助に取組む。 主な活動内容は、 各種キャリ ア教

育事業の推進と各学校で必要と さ れる地域人材 を教科 ・ 

領域でゲス ト テ イ ーチ ヤー と し て招聘 し、 コ ーディ ネ ー

ト する業務である。 また、 後述する様々な事業の引率、

事前 ・ 事後指導、 一貫教育を行っている各校種別のキャ

リ ア教育に関する支援である。

( 2 ) 教育フ ァーム事業

教育 フ ァーム事業 と は、 農業が基幹産業の本村の特色

や産業を地域学習と宿泊学習 を兼ねて行う 取組である。 

2015年より キャリ ア教育の一環と して村内の全小学校 5 
年生を対象に実施 し てい る。 本村の子ども達が地元の産

業 を知り 、 農業に対する理解と体験をする事や働 く 喜び

を実感 させ、 地産地消や将来の職業 を考え、 愛す る地域

に自分が どう 貢献でき るかを狙い と し てい る。 こ の取組

は新潟市が全国に先駆けて行われており 、 本村でも廃校

跡にできた農業 ・ 六次産業体験宿泊施設を利活用 し て実

施 し てい る。 村内の全小学校 5 年生は学校のカ リ キュ ラ

ムの中にあ る宿泊学習 と タ イ ア ッ プ し、 ソ ーセ ー ジ作 り

やパン、 味噌づ く り 等の六次産業体験、 地元の産業であ

る菊農家や畜産、 緑化木農家を訪問 し て地域産業の理解

と 体験 を行 っ てい る。

( 3 ) スーパー講師招聘事業

子 ども達の職業観の育成や就業意欲の向上を育むため、

様々なスーパー講師 を招聘す る事業 を実施 し てい る。 島

嶼県である沖縄では、 超一流の講師の話を聞 く 機会は少

ない。 そこ で、 スーパー講師招聘事業 と し てその道のプ

ロ を招聘 し、 夢や目標を描き、 人生のロ ールモデルと な

る大人の講演会を実施 し てい る。 また、 地域型一貫教育

の長所 を活かし、 小中、 中高合同の講演会の実施によ る

連携が可能である。

( 4 ) 県外イ ン タ ー ン シ ッ プ事業

村内の中 ・ 高生 を対象に県外イ ン タ ー ンシ ッ プ研修 を

実施し、 今帰仁中学校から 6 名、 北山高校から 6 名の生

徒が県外の企業でイ ンタ ー ンシ ッ プ研修を行う 。 こ の事

業は、 県外の特色ある企業で視察、 研修を行う こ とによ っ

て将来のよ り 具体的な夢や目標の構築と広い視野で就業

につい ての意識 を高めるために実施 し てい る。 訪問す る

企業は特色あ る取組や全国的に話題と な っ てい る企業の

訪問や本村の基幹産業である農作物が集積 さ れる市場見

学、 キ ャリ ア教育によ るあら ゆる分野の仕事の見聞 を行 っ

てい る。 また、 県選出国会議員によ る案内の下、 国会議

事堂の議場や議員会館、 そこ で働 く 人々の仕事内容のレ

ク チ ヤー 、 更に、 中高生の将来の進学意欲 を高めるため

に東京大学キャ ンパスの見学等、 4 泊 5 日の県外研修を

行 っ てい る。

( 5 ) 元気ア ッ プ事業

中学生の不登校ぎみ、 心因性の不登校の生徒を対象に、

県外の企業で働 く 意欲や就業意識の高揚を図るため、 企

業見学や就業体験を実施し ている。 2016年度は、 学校へ
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の登校ができず、 本村教委の適応指導教室に通っ てい る

A さ んが福岡にあ る タ ツチ カ ンパニー (保育園や幼稚園

教師の研修支援企業) で 2 泊 3 日のイ ンタ ーンシ ッ プ体

験 を行い、 A さ んの将来の目標であ る保育士 ・ 幼稚園教

諭への道を目指すき っかけ作り をキ ャ リ ア教育 コ ー デイ

ネ ー タ 一の引率で行 っ た。 その後、 A さ んは将来の夢 を

叶え る目標を実現す るため、 高校受験にも意欲的に励み、

難関の進学校に合格を果た し た。

( 6 ) プロ デュ ーサー育成事業

小 ・ 中 ・ 高校の希望者を公募し、 今帰仁のプロモーシ ョ

ンや地域資源の発掘 と イ ベ ン ト の企画立案な どを通し て

起業家精神を養う 目的で実施し ている。 2015年は、 中高

生の十数名のメ ンバーで世界遺産の今帰仁城跡 「 グス ク

桜祭り」 開催時に本村の PR と 郷土芸能の紹介を兼ねた

「本村観光客誘客 プロ ジェ ク ト」 を開催 し、 好評を博 し

た。 2016年は、 中高生が簡易株式会社を設立し、 本村特

産のア グ一豚 と リ ーフ オク ラ を練 り こ んだ ア グフ ル ト を

地域の企業と提携し、 今帰仁グスク桜祭り に於いて、 ソー

セージ1000本を完売、 起業家精神 を育成するこ と ができ

た。 2017年には、 沖縄の伝統芸能のエイ サー を小学校 6 
年生がプロ デュ ース し、 大人が演 じ るエイ サ一祭り を企

画 ・ 実施し ている。 地域文化の継承と 観光客の誘致を目

指 し た今帰仁の魅力満載の取組と なった。 

III 北山学園プロ ジェ ク トに関するアンケート調査

本節では、 北山学園 プロ ジェ ク ト に関する ア ンケー ト

調査に基づき、 本村の連携教育と キャリ ア教育事業の成

果と 課題について考察する。 

目は、 ①~ ⑪は、 北山学園 プロ ジェ ク ト の連携事業 (校
種間連携 ・ 学校間連携 ・ 行政と の連携) 、 ⑫~ @はキャ

リ ア教育事業である。 選択肢は、 「 1 全 く 感 じ ない」

「 2 あまり 感 じ ない」 「 3 少 しは感 じ てい る」 「 4
と て も感 じ てい る」 であり 、 それぞれを 1 点 ~ 4 点 と す

る平均値を算出 し た。 2.5以上を成果があっ たと 捉えた。 

空欄は校種によ っ て経験し ていない事業である。 主体間

比較において最も高い平均値 を下線及び太字で示 し た。

全対象者と も、 全事業の平均値が2.5 を超え てい るこ

と から、 全体的に成果があ っ たこ と が明 ら かにな っ た。 

しかし一方で、 対象者間の平均値のばらつき も見ら れる

ため、 い く つかの項目を取り 上げ、 その要因 を検討する。 

「⑫教育 フ ァ ーム」 について中学生の評価が低いこ と は、

中学校 1 年生 しか経験 し ておらず、 そのため、 2 ・ 3 年
生の評価が低 く な っ たこ と が考え ら れる。 「⑮今帰仁村

プロ デュ ーサー育成」 について中学生 ・ 高校生の評価が

低いこ と は、 事前 ・ 事後研修が熱を帯び、 労力が懸かり

す ぎた事と、 部活動や休日の活動に負担がかかっ たこ と

が考え ら れる。 「④束デイ モ ールと の交流」 について、

教職員の評価が低いこ と は、 毎年東デイモールから引率

と児童を招聘し各校丸一 日の交流になるため、 負担感が

多 い こ と が考え ら れる。 「@ キ ャ リ ア教育 コ ー デイネ ー 

タ 一配置」 について、 小学生の値が高 く 、 中 ・ 高生が低

いこ と は、 小学生は、 社会科や総合的な学習の時間等で

コ ー デイネ ー タ 一が小学校に頻繁に顔 を出 し、 マイ ク ロ

バスの運転や地域人材のコ ーディ ネ ート を行い、 ア ンケー

ト の直前に 「⑫教育 フ ァ ーム」 でお世話にな っ たこ と、

中 ・ 高生は コ ーデイネ ー タ 一の活用が少 な く キ ャ リ ア教

育事業に関わる場面が見えづ らいこ と が考え ら れる。 

1 . 調査の概要 ( 2 ) キャリ ア教育事業の継続に対する期待

2017年 6 月中旬~ 下旬、 村内全小中学校 (兼次小、 今 次に、 2017年度で予算措置が終了する沖縄振興特別推

帰仁小、 天底小、 今帰仁中) 及び北山高校の児童 ・ 生徒 ・ 進交付金事業注3) を活用 し たキャリ ア教育事業 (2015年

教職員、 今帰仁中学校 ・ 北山高校の保護者を対象と し て 度~ 2017年度) の継続に対する要望について検討する。 

北山学園 プロ ジェ ク ト に関す るア ン

ヶ ー ト 調査を実施し た。 児童生徒及 表 1 北山学園 プロ ジ ェ ク ト に関する児童生徒 ' 教職員 ' 保護者の評価

び保護者については, 学級担任 を通

じ て配布 ・ 回収 し た。 回答 を も っ て

調査協力の同意を得たものと し た。 

回収数 (回収率) は、 小学生 : 195 
(95%)、 中学生 : 255 (86%)、 高校

生 : 293 (98%) 、 教職員 : 100 (67 
%)、保護者 : 183 (33%) であった。 

2 . 調査の結果

( 1 ) 北山学園プロ ジェ ク ト におけ

る連携教育と キャリ ア教育事業

まず、 北山学園 プロ ジェ ク ト にお

け る連携教育と キ ャリ ア教育事業に

対する評価について検討する。 表 1 
は、 北山学園 プロ ジェ ク ト におけ る

連携教育と キャリ ア教育事業に対す

る回答結果 を示 し た ものである。 項

児童 ・ 生徒 
「興味 ・ 関心 ・や る 気に繁が っ たか」 ? 

教員 ・ 保護者 

「今帰仁村の人材育成に繁が っ たか」 ? 

小学生 中学生 高校生 教職員 保護者 

連携事業 

① プレ中学校入試 2. 92 2. 90 2.76 3.00 3 08 
② プレ高校入試 2.90 3.07 2.96 3 'll '11 
③ 中学生海外短期留学 2.81 3 60 3.37 2 98 
④ 東 テ ィ ーモ ール と の交流 3.53 3 88 3.03 2.70 3. 36 
⑤ 学習支援ボラ ンテ ィ ア 2.87 3 13 3 11 
⑥ 少年の翼 3 !50 3.25 2.99 3.31 3.23 
⑦ 教職員交流会 2. 69 ? 89 
⑧ 小中連携授業研究会 2. 88 3 00 
⑨ ミ ル ト ン高校への海外短期留学 3.26 3 36 3. 21 
⑩ 子どもが作る弁当の日 3 54 3.12 2. 93 3.00 3 01 
⑪ 北山高校魅力化公営塾 2.89 3 ク0 3 11 

キ ャ リ ア

教育 

⑫ 教育フ ァ ーム 3 !57 2. 64 3. 20 2. 97 
⑬ 県外イ ンタ ー ン シ ッ プ 2.58 2.84 3 15 3 07 
⑭ スーパー講師招聘 3.09 3.00 3.04 3 14 3 10 
⑮ 今帰仁村 プ ロ デ ュ ーサー育成 2.54 2.72 3 14 3. 05 
⑯ 生 き 方支援元気ア ッ プ 3 11 2 90 

キ ャ リ ア 教育 コ ー デ イ ネー タ 一配置 3 !58 2.53 2.67 3.17 2 98 
択 あ

い る」 で あ り 、 それそ'れ を1 点 ~ 4点 と す る 平均値を 算出 し た , な お

事業 で あ る .
注2 : 主 体間比較 に お い て 最 も 高 い平均 値 を 下線 及 び太字 で 示 し た , 

空相は、 校種に よ っ て 経験 し て い な い
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表 2 キ ャ リ ア教育事業の継続に対する期待

今後も続けてほしいキャリア教育事業 小学生 中学生 高校生 教職員 保護者 

キャリ

ア教育 

事業 

① 教育ファーム 3 57 3.31 3.26 3.09 3.26 
② 県外イ ンターンシップ 3.46 3 47 3.39 3.33 
③ スーパー講師招聘 3.09 3.40 3 45 3.03 3.43 
④ プロデューサー育成 3.22 3 30 3.04 3.29 
⑤ 生き方支援元気アップ 3.16 3 38 
⑥ キャリア教育コー デイネー タ一配置 3.58 3 62 3.32 3.43 3.40 

注1 : 選択肢は、 「1 終了して良い」 「2 内容を検討し、 別事業を実施」 「3 内容を修正し、 継続」 「4 是

非、 継続し て欲し い」 であり 、 それそれを1点~ 4点とする平均値を算出し た。 なお 、 空欄は、 校種によ って経

験していない事業である。

注2 : 主体間比較において最も高い平均値を下線及び太字で示した。 

表 2 は、 キ ャ リ ア教育事業の継続に対する期待に関す る

回答結果を示 し たも のである。 各項目の選択肢は、 「 1
終了 し て良い」 「 2 内容を検討 し、 別事業を実施」

「 3 内容を修正し、 継続」 「 4 是非、 継続し て欲しい」

であり 、 それぞれを 1 点~ 4 点とする平均値を算出した。 

2.5以上を成果があ っ たと 捉え た。 空欄は未経験で評価

でき ない事業である。 主体間比較において最も高い平均

値を下線及び太字で示 し た。

全対象者と も、 全項目におい て3.0以上と 高値で あ っ

たこ と から、 次年度以降も本村の財源で継続するこ と が

望ま しい と考え てい るこ と が明ら かにな っ た。 こ のう ち、

「⑭スーパー講師招聘」 は、 筆者の特に想い を込めた事

業であり 、 県外の超一流の講師陣を招聘 し、 子 ども達の

夢や希望の実現と 「本物の大人」 に出会い、 働 く 事や人

生の生き方のロ ールモデルを提供するこ と を目的と し て

いる。 しかし、 小学生と教職員の評価がやや低いこ とは、

小学校は2015年度に 2 回の実施のみであり 、 体験機会が

少ないこ と が要因 と考え ら れる。 自由記述の意見、 要望

欄には、 「様々な こ と を企画 ・ 実施 し てい るが、 良い も

のは残 し つつ、 精選が必要 (教員 )」、 「す ぐに成果の出

るこ と ではないので継続的に種 をま き続け て欲 しい (教
員)」、 「 も っ と村民や村外 (高校保護者) に情報発信 し

て欲 しい (教員)」 等の声があり 、 こ れまでの施策の検

証 ・ 反省点 を踏まえ た事業継続の必要性が明ら かにな っ

た。 特にキ ャ リ ア教育事業の各対象の評価で教職員の評

価が低い事業が多いこ と は、 各事業の実施について概ね

賛同 と理解を示 し てい るが、 村教委から学校現場への事

業執行に負担感のあるこ と が伺え る。 

3 . ま と め

本ア ンケート 調査結果から、 北山学園 プロ ジェ ク ト の

効果が肯定的に評価 さ れてい るこ と が明 ら かにな っ た。 

事業の評価や提言、 感想な どを今後の教育施策や新たな

予算措置に反映し、 検証と改善を図るこ と で北山学園プ

ロ ジェ ク ト の充実 と教育効果 を高める こ と にな るであ ろ

う 。 また、 課題と し ては、 施策の精選と充実が浮き彫り

にな っ た。 さ ら に、 現在、 月一回の村広報誌にて情報提

供 し てい るが、 更なる広報や事業の周知が必要であるこ

と も看取 さ れた。 

IV 兵庫教育大学教職大学院での知見から

2016 年に新設さ れた兵庫教育大学教職大学院教育政策
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リ ーダーコース (以下 「本コー

ス」 ) の 1 期生と し て入学 し

た筆者は、 こ れま で地域の課

題解決のため、 様々な教育政

策の企画、 実行 を推進し てき

た。 主任指導主事と し て勤務

し てい る時期に本村の課題解

決のため 「北山学園構想」 を

企画し、 教育長 ・ 村長と の協

議 を重ね地域型一貫教育 を推

進し てき た。 その後、 教育長と し て本村教委の機構改革

やキ ャ リ ア教育事業の推進、 民間保育園の誘致や幼保一 

体化施設認定こ ども園の小学校敷地への建設計画等の教

育改革を行 っ てき た。 そこ で、 本節では、 本 コ ースでの

学びに照ら し、 本村で実践 し てきた地域教育経営の在り

方を考察する。

本 コ ースは、 教育長 を養成す る ための コ ースで あり 、

専門科目と し て教育政策マネ ジメ ン ト特論演習 I (情報

収集 ・ 分析 ・ 構想) 、 教育行政マネ ジメ ン ト 特論演習 II 
(企画 ・ 実行 ・ 判断) のマネ ジメ ン ト 部分、 さ らに、 リ ー

ダー シ ッ プの内容と し て教育行政 リ ー ダー シ ッ プ特論演

習 I (組織人事) 、 教育政策リ ーダーシッ プ特論演習 II 
(理念浸透) が設定 さ れてい る。 こ の科日は、 全国 5 カ
所での教育行政 ト ッ プリ ー ダー セ ミ ナー と の同時開催で

あり 、 全国の教育長や学校長、 行政幹部職員等と共に演

習を行う 。

兵庫教育大学 (2016) によ れば、 本プロ グラ ムの前提

は、 ト ッ プリ ーダーが期待 さ れてい るこ とは成果 (結果) 
を出すこ と 、 ト ッ プリ ーダーが成果を残すためには新た

な知識と応用が必要であるこ と 、 成果を出す行動は知識

と応用力 に支え ら れてい るこ と であ る。 本 プロ グラ ムの

全体構成は、 マネ ジメ ン ト に関す る領域と し て 1 . 情報

収集 2 . 分析 3 . 構想 4 . 企画、 5 . 実行 6 . 判断の6 
プロ グラ ム、 リ ー ダー シ ッ プに関す る領域と し て 1 . 組

織人事 (①組織②チーム③個人) 、 2 . 理念浸透 (④理

念浸透の考え方、 ⑤対話する力、 ⑥伝え る力) の 6 プロ

グラ ムの計12 プロ グラ ムで構成 さ れてい る (兵庫教育大

学新時代対応学校管理職マネ ジメ ン ト研究会2017 ・ 2018 
a・2018b)。

以下では、 本 プロ グラ ムと自身の教育施策を重ね合わ

せ、 教育長と し ての施策実施におけ る自己評価を行 う 。 

1 . マネ ジメ ン ト領域(対課題面の能力)
( 1 ) 情報収集

情報収集と は現状 を把握するこ と。 しかし、 自分 1 人
での情報収集は偏り があ る。 それは経験が偏らせてい る

から であ る。 ト ッ プリ ーダーにな るには多 く の経験が必

要であ る。 自分が欲 しい と 思う 情報も偏り がある。 様々

な職種や人の情報を得 るために多 く の人と の議論や外部

を含めた情報収集が必要であ る。

地域教育経営におけ る ビジ ョ ンも現状把握から始める。 

情報収集は、 対課題面の力に着目 した ものである。 
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( 2 ) 分析

分析とは、 幅広い情報収集から得ら れた情報を分析す

るこ と であ る。 分析は現状把握から は じめ、 現状把握の

ために情報招集と分析がある。 こ こ での分析は分析方法

ではな く 、 職員が分析 し た も のを ジ ヤツジす る力 であ る。

( 3 ) 構想

構想とは、 現状 を把握し た上で、 あり たい姿 (目的

目標) を設定 し、 「方策」 を決定するこ と である。 構想

も情報収集から繋がっ ており 、 分析 を加え たう え で関係

者と 共に構想する。 あり たい姿と は、 子 ども達がイ メ ー

ジで き る も ので なけ ればな ら ない。 児童 ・ 生徒のあり た

い姿である。

( 4) 企画

企画とは、 「あり たい姿」 に向けた方策を 「企画」 す

る際、 出さ れた案を 「検討」 「改善」 し 「決定」 するた

めの考え方やジ ヤツジし てい く こ と であ る。 教育長は、

ーから 決めて企画す る も のではない。 部下から あがっ て

き たものを検討 し、 改善するこ と である。

( 5) 実行

実行とは、 「変革」 や 「新 しいこ と」 を実行するこ と

であ る。 実行 を成功に導 く ためには、 ① ビ ジ ョ ン を構築

し、 伝え る ②抵抗者に対処する ③一里塚をおいて成

果を確認 ・ 称賛する④見直 し、 強化する、 と いう 4 つの

ス テ ッ プが必要であ る。

( 6 ) 判断

判断とは、 こ れまでの情報収集や分析、 構想、 企画、

実行の全体に通 じ る も のであ る。 リ ーダーは過去に経験

し たこ と がないこ と があ っ て も 「判断」 し なけ ればなら

ない。 「健全」 な判断と は、 自分の視野、 視界だけ で な

く 、 全体的で俯瞰的な視点で判断す る必要がある。 「健

全」 な判断を下すために 「自分の軸」 を知るこ とが大切

であ る。

こ のマネ ジメ ン ト 領域の 6 プロ グラ ムを筆者が行 っ て

き た教育施策に当 てはめ、 検証し てみる と 、 周り の理解

と協力、 上司や部下の支えがあっ たから こ こ まで実践で

き た取組と言え る。 村教委事務局の中で、 指導主事と教

育長の筆者だけが学校現場を知 る立場であり 、 上記プロ

グラ ムにある幅広い情報収集や分析 も偏 っ た ものであり 、

ト ッ プ ダウ ンで決定 し、 部下に任せてはい なかっ たよ う

に思う 。 しかも、 筆者自身も指導主事、 主任指導主事、

学校の管理職を経験 し てい るこ と で、 全て自分が責任 を

持 っ て実行 し てい る傲慢 さがあ っ た。 こ れでは、 部下の

職務能力の向上には繋がら ない し、 後継者の育成には素

がら ない。 

2 . リ ーダーシ ッ プ領域 (対人面の能力)
( 1 ) 組織 ・ 人事 (①組織を見る。 )
組織の現状 を把握 し、 あ るべき姿 をめ ざし、 自 ら の組

織の強みや課題 を把握す る。 そのために組織全体 を俯瞰

し、 組織力 を高めるための打 ち手 を考え る。 組織の目的

は最大限の結果 を出すこ と。 そのためには構成員の 「や

り がい」 や 「負担感」 を把握する。 

( 2 ) 組織 ・ 人事 (②チームを見る)
リ ー ダーと し てチ ームの状態 を見 て、 強みや課題 を把

握 し、 チ ーム力 を高める。 良いチームの要件には、 解放、

相互信頼、 目的 ・ 目標共有、 協働意欲、 完遂、 挑戦、 相

互成長の 7 つがある。 チームとは、 自分を含めた幹部チー

ム、 観察、 指導対象 と し ての実践チームがある。

( 3 ) 組織 ・ 人事 (③個人を見る)
組織の個人 (主に幹部) の強みや課題 を把握 し、 その

能力 を高めてい く ために人事評価を用い るが、 出てき た

結果を人材育成の観点から利活用す る。 リ ーダーはよ り

高 く 広い視野と 視界 を持ち、 それぞれに適 し た価値基準

を持ち影響を与え るこ と が大切である。

( 4 ) 理念浸透 (考え方)
リ ーダーと し ての理念 を組織内外に浸透 させなけ れば

な ら ない。 「理念」 を価値観や姿勢 と 捉え、 一方的に伝

え るのではな く 、 相手の理念を引き出 し、 共感 し た上で

伝え る。 そのために具体的な場面や効果的な伝え方を準

備 し、 想いや情熱を持 っ て伝え る。

( 5 ) 理念浸透 (対話する力)
対話は主張するのではな く まず傾聴 し、 事実や感情等、

他者中心の質問をする。 そ して、 相手の理念にも共感し

た上で、 自己の理念を整理し て語り 、 共感し合え る関係

を作 る。

( 6 ) 理念浸透 (伝える力)
リ ーダーと し ての理念を多 く の人に伝え、 相手が共感

で き る力が必要であ る。 そのために伝わる形に編集 し、

話 し方表情 ・ 姿勢、 解り やすい話術が大切である。 その

ための ト レーニ ン グが重要であ る。 

こ のリ ー ダー シ ッ プ プロ グラ ムの理念浸透の方法が組

織と し て、 チームと し て、 個人と し てう ま く 機能 し、 成

果 を挙げる プロ セスが備わっ てい たのかを自己省察す る

と 、 自己の組織やチーム、 個人の理解が十分でき ていた

かは疑問である。 あ ら ゆる組織は人事異動等の環境の変

化があり 、 限ら れた人材の中で結果を出すこ と が求めら

れてい る。 リ ーダーと し ての応用力 を身につけ、 あり た

い姿を組織全体でイ メ ージさせ、 理念を伝え る方法や技

術 を学び、 身につけ ていたな ら も っ と ス ムーズに結果を

出すこ と がで き たのかも知 れない。 組織も チ ームも個人

も人が主役であり 、 結果を出すためには多様な価値観、

個性や能力 を持 っ た人材を最大限に活用 し、 一丸と な っ

て実践す る こ と が大切であ る。 そのためには、 リ ー ダー

自身の能力や人間性が大切であるこ とは言う までもない。 

能力 を高め、 人間性 を磨き、 信頼 さ れる リ ー ダーと な る

事が結果 を出すこ と につながる。 すなわち、 リ ー ダーの

役割と は結果を出すこ と であ る。 

V 総合的考察一教育長の リ ーダーシ ッ プ と マネ

ジ メ ン トー

筆者は、 本村の主要教育施策の 「北山学園構想 ・ 北山

学園 プロ ジェ ク ト」 について中心と な っ て企画 ・ 実施 し

て来た。 地域課題の解決に向け国の教育政策の動向、 社
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会から求めら れてい る教育行政への要望 を踏まえ、 本村

の実情と 課題に応 じ た教育施策を展開 し てき たつも り で

ある。 しかし、 その実践が地域や保護者、 学校現場、 児

童生徒の声に反映さ れた も のであ っ た と は言え ない。 そ

こ で、 客観的なデータ と し て、 村内の小学校 5 年生から

高校生までの児童生徒、 小中高の教職員、 保護者1000名

規模のア ンケー ト を行 っ た。 北山学園構想 ・ 北山学園 プ

ロ ジェ ク ト と いう 教育施策の評価は良好であ っ た。 しか

し、 筆者が教職大学院で学んだ ト ッ プリ ーダーと し ての

マネ ジメ ン ト やリ ーダーシ ッ プの在り 方から すれば課題

も多い。 こ れでは、 地域住民の願い等の情報収集や分析

の不足、 指導主事、 事務局職員の育成にはな ら ない。 本

プロ ジェ ク ト の企画 ・ 構想、 実施には村教委での説明 ・ 

承認、 学校長の月一回の校長会での説明、 指導主事、 事

務局職員への理念浸透、 また、 住民への周知方法と し て

月 1 回の村広報誌での理念の説明や実施状況の連載等、

必要な措置は講 じ てき た。 し かし、 独断と ト ッ プ ダウ ン

の実施方法には反省 しかない。 本来、 教育政策や教育基

本計画の策定は地域や関係者の意見や要望 を集め、 案や

方向性を示 し た上でパブリ ッ ク コ メ ン ト の収集等、 時間

と手順 を踏んで行われるべき も のであ る。

教育政策の策定や教育の長期計画に匹敵する重要な プ

ロ ジェ ク ト の企画立案には、 情報収集、 分析、 構想、 企

画、 実行、 判断のプロ セスを踏み、 慎重かつ丁寧に行う 。 

教育委員や本村教委事務局職員、 学校長への理念の浸透

につい てのリ ー ダー シ ッ プ領域につい ては、 同意や納得

し ても ら う 技術や人間性が重要である。 筆者が指導主事、

主任指導主事、 教育長と し て教育行政を担ってきた10年

間で多 く の種を蒔いてき た。 熟慮よ り 実践、 不都合やl割1 
船があれば修正するこ と を心がけてき た。 兵庫教育大学

(2016) によ る と 、 こ れまでの教育長は、 調整 ・ 維持型

の教育長のタ イ プが多い と いう 結果が出てい る (図 1 ) 。 

筆者は本 コ ースでこ れからの教育長は調整 ・ 変革型の教

育長が求めら れてい る こ と を学 び、 筆者自身の タ イ プも

そう であったと自負 し ている。 中央教育審議会 (2013) 
は 「今後の教育行政の在り方について (答申)」 の中で、

「教育長を地方教育行政の責任者と し て明確化するこ と

によ り 、 今までに も増 し て、 教育長の資質 ・ 能力の担

保が重要と なり 、 強い使命感を持ち常に自己研鑽に励む

【対課題行動】

維持

統率

l
変革 - 調整

( b タ イ プ)
22_ l:fat 

変章

l l整
【対人行動】

図 1 ト ッ プ リ ーダー に見ら れる 4 つの タ イ プ

出典 : 兵庫教育大学 (2016) より

人材が求めら れる。」 と 述べてい る。 自 ら も 「学び続け

る教育長」 を目指 し、 学び続けたい。 
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1 . こ れまでの校種間連携の検証

本村がこ れまで取り 組んできた 「北山学園構想」 3 年
間、 充実発展を した 「北山学園プロ ジェ ク ト」 の3 年間

は、 学力向上を始め、 学校活性化、 地域活性化の推進と

いう 一定の成果を収めた。 夢や希望を具体的に持つ生徒

や、 地域の良 さ の理解や地域に主体的に貢献 し よ う と す

る児童 ・ 生徒が増えた。 北山高校では、 国公立大学の入

学実績が向上 し、 課題だった理数科の入学数も増加に転

じ、 廃科の危機は脱 し た。 また、 保護者 ・ 地域の児童生

徒の活躍や北山学園 プロ ジェ ク ト への関心も増 し てき て

おり 、 更なる飛躍が期待 さ れる。 しかし、 今回のア ンケー

ト の自由記述の教職員、 保護者の声から も、 十分な校種

間連携にはな っ ていない と いう 課題が残る。 校種間連携

事業 を精選し、 教職員間の連携を更に充実 し てい く 必要

がある。 また、 幼児教育には今後、 認定こ ども園の建設、

民間保育所と の連携等、 課題も山積 し てい る。 保育士や

幼稚園教論等の村職員 と小 ・ 中 ・ 高の県費職員、 民間保

育所職員 と の間に立ち、 情報を共有 し ながら協働体制の

構築も教育行政の責務である。

任期満了で現職を離れた筆者は今後も続く 本村の教育

施策 「北山学園プロ ジェ ク ト」 の充実 ・ 発展に向け、 村

教育行政のア ドバイ ザーや学校支援地域本部等の支援者

と し て、 コ ミ ュ ニテ ィ ス ク ールの立ち上げや学校 を核 と

し たス ク ール ・ コ ミ ュ ニ テ ィ の実現に向け、 組織マネ ジ

メ ン ト を機能 さ せ、 地域のリ ー ダーと し て啓発や提言 を

するこ と が使命と考え る。 

2 . こ れまでのキャリ ア教育事業の検証と提言

県予算を活用し てのキャリ ア教育事業は 3 年目を終え、

県の予算措置は終了 した。 今後のキャリ ア教育事業の取

組も村財源で実施し てい く 方向性が示 さ れた。 キ ャ リ ア

教育事業の取組によ り 地域の産業の理解や 「やり 甲斐や

生き甲斐」 「なんのために働 く のか?」 等、 児童生徒の生

涯にわたる志や生き方 を考え させる機会に繋がり 、 未来

を担う 地域のリ ーダー育成に寄与でき たと 考え る。 3 年
間の取り 組みの成果は今す ぐにはなかなか現れないかも

し れないが、 キ ャ リ ア教育 を と お し て多 く の種 を蒔 く こ

と はでき た。 それが 5 年、 10年後、 その後に芽 を出す と

いう 気持ちで施策を推進し てきた。 全村民の約 1 割の声

から成る ア ンケ ー ト 結果から も キ ャ リ ア教育事業の継続

が望まれており 、 内容や財政状況 を勘案 し、 精選を し た

上で、 更なる充実発展を目指すべきであろう 。

キ ャ リ ア教育は、 地域の現状や実情に応 じ て必要な施

策や目指す児童 ・ 生徒像を描き、 継続的 ・ 計画的に推進

する必要がある。 本村には世界遺産である 「今帰仁城跡」

がある。 その効果的活用と、 地域の産業や環境を理解し、

地域を愛 し、 将来地域に貢献でき る人材 を育成す るため

には、 ふる さ と教育の充実 し た取組が不可欠であ る。 し

かし、 保育所、 幼稚園、 小学校では地域を知り 、 地域の

特性を理解でき る 「ふる さ と教育」 の事業が少ないこ と
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は課題と言え よ う 。 こ れまで、 キ ャ リ ア教育について本

村教委のリ ー ダー シ ッ プで推進 を図 っ て き た。 今後は、

施策の実施主体から支援者と し ての役割へと転換し、 学

校への権限委譲と自主的 ・ 主体的取組が図ら れるよ う 学

校の校長等、 管理職のマネ ジメ ン ト能力の育成と リ ーダー

シ ッ プに期待 し たい。 

3 . 今後の教育政策と し ての連携教育 ・ キャリ ア教育へ

の提言

本村教委の最重点施策である 「北山学園プロ ジェ ク ト」

は、 村独自の地域型一貫教育の校種間連携と キ ャ リ ア教

育の充実によ る地域貢献 ・ 社会貢献の出来る人材の育成

である。 筆者はこ の児童生徒のあり たい姿をめ ざし、 本

施策では、 各学校での教育活動を踏まえ、 教育長と し て

の地域教育経営の観点から連携教育と キ ャ リ ア教育 を本

村の特色ある取組と し て実践す るこ と が学校活性化 ・ 地

域活性化に繋がると考える。 学校教育の中で行われるキャ

リ ア教育の課題の一つは、 いかに学校外部にあ る地域の

教育資源と の連携や協働 を進めてい く かと いう こ と であ

る (藤田 2014、 文部科学省2011)。
ま た、 キ ャ リ ア教育の実践におい て も 、 「 キ ャ リ ア教

育の断片」 (藤田 2014 、 p 91) を教育活動の中に見い

だ し てい く こ と が重要と なる。 さ ら に、 田中他 (2012) 
が、 キ ャ リ ア教育 コ ーデイネ ー タ 一 を活用す るこ と によ っ

て学校外の地域資源を活かし たキ ャ リ ア教育が出来るよ

う にな る と 述べ てい るよ う に、 本村では、 キ ャ リ ア教育

コ ー デイネ ー タ 一 を配置 し、 地域人材や各種専門家 を学

校現場にゲス ト テイーチ ヤー と し て派遣する コーディ ネー

ト や各種事業の推進を担う 担当と し て学校現場と 地域を

繋いでい る。 そ れぞれの校種間でのキ ャ リ ア教育事業 を

繋 ぎ、 様々な連携 を行 っ てき た。 そのよ う な視点から連

携教育 を推進するために 「キ ャ リ ア教育」 を学校間 ・ 校

種間 を貫 く 柱と し て機能 させたのである。

「今帰仁村地域型一貫教育イ メ ージ」 を図 2 に示し て

い る。 大き な四角の部分が生涯学習 ・ ライ フ キ ャ リ ア教

育のステージ、 三角の部分が北山学園 プロ ジェ ク ト で行

う ふる さ と教育のス テージと 設定 し、 成長 と 共にラ イ フ

キ ャ リ アのス テージが広がり 、 地域の教育資源 を土台 と

し て中山間地域の課題 を解決し ヒ ト (キ ャ リ ア教育 コ ー 

デイネ ータ 一 ・ 地域人材) ・ モ ノ (地域環境) ・ カネ (財
源 ・ 教育予算) ・ コ ト (事業) を活用 し、 特色ある教育

施策を展開し てい く こ と が重要と考え る。

カ リ キ ュ ラ ム開発 を目指 し研究開発学校 を活用 し た

「ふる さ と教育」 と 「キ ャリ ア教育」 の融合、 ライ フキャ

リ ア教育 を意識 し た身近な場所にい る大人 をロ ールモデ

ルと し て活用す る こ と が今後の課題 で あ る。 児美川

(2015) の提言す るワーク キ ャ リ アに傾斜す るのではな

く ラ イ フ キ ャ リ アに も目配り し たキ ャ リ ア教育 と し て、

広い意味で捉えたい。 学校間 ・ 校種間だけの連携から脱

却 し、 学校 を核と し た保護者 ・ 地域 ・ 行政のよ り 強固な

連携によ る ス ク ール ・ コ ミ ュ ニ テ ィ を目指 し てい く こ と

図 2 今帰仁村地域型一 貫教育イ メ ージ図

出典 : 著者作成

が不可欠である。 すなわち、 学校は、 北山学園プロ ジェ

ク ト 等の本村教委の支援を得つつ、 キ ャ リ ア教育の視点

を持って主体的 ・ 自律的に教育課程を編成 し、 次期学習

指導要領にも謳われてい る 「地域に開かれた教育課程」

を目指すこ と が学校 ・ 地域の更な る発展に繋がる。 その

上で、 コ ミ ュ ニテ ィ ・ ス ク ールの効果的活用等 を通 し て

学校 ・ 家庭 ・ 地域 ・ 行政が一丸と な っ て協働でき る地域

創り が求めら れる。 

【注】

1 ) 共著者によ る役割分担は、 第 1 著者 (新城) が構想 ・

実践 ・ 調査実施 ・ 分析 ・ 考察、 第 2 ・ 3 著者が第 1
著者の役割に対する指導助言 (特に調査実施及び分

析 ・ 考察) 及び執筆支援である。

2 ) 地域型就業意識向上支援事業は、 沖縄県商工労働部

雇用政策課が沖縄振興特別交付金を活用 して 「若年

者の就業意識向上」 を図 るため、 産学官 ・ 地域が連

携し た取り 組みを実施する団体等に交付する補助事

業 (今帰仁村の場合、 平成27年度~ 平成29年度)。 

3 ) 沖縄振興特別交付金は、 沖縄振興特別措置法に明記

さ れ、 沖縄県の実情に即 し てよ り 的確、 効果的に施

策を展開す るため、 沖縄振興に資す る事業 を県が自

主的名選択に基づいて実施でき る一括交付金 (平成

24年度創設)。 
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